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 「生活環境の調整」 

 

出展：「令和元年版犯罪白書」 

 

受刑者の帰住予定地を管轄する保護観察所では，刑事施設から受刑者の身上調査書の送付を受け

るなどした後，保護観察官又は保護司が引受人等と面接するなどして，帰住予定地の状況を確かめ，

住居，就労先等の生活環境を整えて改善更生に適した環境作りを働き掛ける生活環境の調整を実施

している。この結果は，仮釈放審理における資料となるほか，受刑者の社会復帰の基礎となる。 

刑の一部執行猶予制度の導入に伴う更生保護法の一部改正により，平成２８年６月１日から，保護

観察所が行う生活環境の調整について，地方更生保護委員会が指導・助言・連絡調整を行うこと，受

刑者に対する調査を行うことが可能となり，調整機能の充実化が図られた。また，保護観察付一部執

行猶予者について，猶予期間に先立って仮釈放がない場合，実刑部分の執行から執行猶予中の保護

観察へ円滑に移行できるよう，地方更生保護委員会が，生活環境の調整の結果を踏まえて審理し（住

居審理），その者が居住すべき住居を釈放前に特定することができるようになった。平成３０年に住居

特定審理を経て住居が特定された者は１６９人（前年比７９人増）であった（保護統計年報による。）。 

～中略～ 

平成２１年４月から，高齢者又は障害を有する者で，かつ，適当な帰住先がない受刑者等につい

て，釈放後速やかに，必要な介護，医療，年金等の福祉サービスを受けることができるようにする

ための取組として，特別調整を実施している。 

具体的には，福祉サービス等を受ける必要があると認められること，その者が支援を希望してい

ることなどの特別調整の要件を全て満たす矯正施設の被収容者を矯正施設及び保護観察所が選

定し，各都道府県が設置する地域生活定着支援センター（厚生労働省の地域生活定着促進事業に

より設置）に依頼して，適当な帰住先の確保を含め，出所後の福祉サービス等について特別に調整

を行っている。特別調整の終結人員（少年を含む。）の推移（統計の存在する平成２３年以降）は，３

-１-５-４図のとおりである。特別調整の終結人員は，平成２４年度から増加傾向にあったが，平成３

０年度は減少し，６９８人であった（法務省保護局の資料による。）。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「農福連携等の推進に向けた法務省の取組」 

「東京都 犯罪お悩みなんでも相談」  

 令和２年度の東京都地域再犯防止推進モデル事業である「犯罪お悩みなんでも相談」事業について

御紹介します。 

 

 

  

 

 

【東京都犯罪お悩みなんでも相談】 

電話番号：０３－６９０７－０５１１ 

実施期間：令和２年４月２１日（火）～１０月３１日（土） 

受付日・時間：火～土曜日（祝日を除く）午前９時～午後５時 

対 象：都内在住で，万引きなどの犯罪行為をしてしまう御本人， 

その御家族または関係者の方など 

内 容：社会福祉士や精神保健福祉士が電話相談を受け付ける。 

御相談の内容に応じて，適切な支援機関や団体の紹介も行う。 

令和２年３月に、農林水産省が中心となり，関係団体及び関係省とともに、国民的運動として農福連

携等を応援する「農福連携等応援コンソーシアム」が設立されました。今回は農福連携等の推進に向け

た法務省の取組について，同コンソーシアム資料を一部抜粋して御紹介します。 

 

 

 

 

 

再犯防止に向けた総合対策 

平成２４年７月犯罪対策閣僚会議 

再犯防止推進計画 

平成２９年１２月閣議決定 

再犯防止推進計画加速化プラン 

令和元年１２月犯罪対策閣僚会議 

 

ソーシャルファームの開拓 

 

一般就労と福祉の狭間にある犯罪・非行をした者の 

社会復帰を図る上での課題 

⇒まずは，法務省と農業・福祉のギャップを解消していくことが必要 

 

 

再犯防止（立ち直り）と農業・福祉の連携に向けた取組の概要 

 

１ 法務省と農業・福祉の皆様との関係づくり 

２ 一般就労と福祉の狭間にある対象者等への取組の充実 

３ 社会において犯罪・非行をした者を受入れた団体等に対す 

る息の長い支援 

４ 共生社会の実現に向けたノウフクと連携した広報啓発活動 

出典：農林水産省「農福連携等応援コンソーシアム」資料 


